
第６節 化 学 物 質

私たちの身の回りには、プラスチック、ハイテク機器、合成洗剤、医薬品、化粧品、殺虫剤、塗料、農薬など多く

の製品があふれていますが、これらはすべて様々な化学物質を原料として製造されており、化学物質は私たちの便利

な生活を支えています。

一方で、様々な化学物質が、その製造・流通・使用・廃棄の各段階で環境へ排出されています。

近年においては、ダイオキシン類やノニルフェノール、４― t ―オクチルフェノールなど、低濃度で人の健康や生態

系に深刻な影響を与えると考えられる化学物質の存在も明らかになってきており、新たな環境問題になっています。

１ 化学物質の現況


 ダイオキシン類

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、ダイオキシン類による大気・水質・土壌の汚染について、それぞれ「人

の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準（環境基準）」が次のとおり設定されています。

�表２―２―１０３ ダイオキシン類に関する環境基準

（注）底質の環境基準については、平成１４年９月１日から適用

平成１３年度の大気、公共用水域水質・底質、地下水及び土壌中のダイオキシン類調査結果は表２―２―１０４～１０７の

とおりで、全ての地点で環境基準に適合していました。

�表２―２―１０４ 大気環境中のダイオキシン類濃度 （pg－TEQ／	）

� 環境基準（大気）・・・０．６pg-TEQ／�以下（年平均値）

媒 体 基 準 値

大 気 ０．６pg―TEQ／�以下（年平均値）

水 質 １pg―TEQ／�以下（年平均値）

底 質 １５０pg―TEQ／g以下

土 壌 １，０００pg―TEQ／g以下

場 所 春 期 夏 期 秋 期 冬 期 平 均

徳 島 市 ０．１１ ０．０３８ ０．１２ ０．０２５ ０．０７３

鳴 門 市 ０．０７３ ０．０７６ ０．１１ ０．０２５ ０．０７１

小 松 島 市 ０．６５ ０．０３３ ０．１３ ０．０２６ ０．２１

阿 南 市 ０．０８１ ０．０３１ ０．１９ ０．０４０ ０．０８６

牟 岐 町 ０．０２６ ０．０２６ ０．０３２ ０．０１１ ０．０２４

藍 住 町 ０．１２ ０．０９８ ０．１３ ０．０１７ ０．０９１

鴨 島 町 ０．６８ ０．０５９ ０．１９ ０．０１８ ０．２４

脇 町 ０．１５ ０．０４８ ０．１２ ０．０２３ ０．０８５

池 田 町 ０．０２９ ０．０３２ ０．０４０ ０．０１５ ０．０２９

平 均 ０．２１ ０．０４９ ０．１２ ０．０２２ ０．１０

－ 122 －－ 122 －



�表２―２―１０５ 公共用水域の水質及び底質中のダイオキシン類濃度 �表２―２―１０６ 地下水質中のダイオキシン

類濃度 （pg-TEQ／�）

� １ 環境基準（水質）：１pg-TEQ／�以下（年平均値）
２ 環境基準（底質）：１５０pg-TEQ／�以下（Ｈ１４．９．１から適用）

（注）環境基準（水質）：１pgTEQ-�以下
（年平均値）

河川・海域名 調 査 地 点 水質測定結果
（pg-ＴＥＱ／�）

底質測定結果
（pg-ＴＥＱ／�）

吉 野 川 大 川 橋 ０．０７５ ０．２４

撫 養 川 大 里 橋 ０．０８４ １．６

新 町 川
新 町 橋 ０．０８３ ４．９

漁 連 前 ０．０９２ １．７

勝 浦 川
福 原 大 橋 ０．０６８ ０．２３

飯 谷 橋 ０．０７６ ０．２４

神 田 瀬 川 神 代 橋 ０．４１ ９．１

那 賀 川 蔭 谷 橋 ０．０６５ ０．２４

桑 野 川 桑 野 谷 橋 ０．１２ ０．５１

岡 川 文 化 橋 ０．２３ ０．３３

打 樋 川 天 神 橋 ０．３０ ６．７

福 井 川 大 西 橋 ０．０７６ ０．６２

椿 川 加 茂 前 橋 ０．０８０ ０．２７

日 和 佐 川 永 田 橋 ０．０６７ ０．４０

牟 岐 川 牟 岐 橋 ０．０７３ ０．２４

海 部 川
吉 野 橋 ０．０６５ ０．２３

新 海 部 橋 ０．０６８ ０．２４

母 川 母 川 橋 ０．０７１ ０．２８

宍 喰 川 中 角 橋 ０．０６７ ０．２４

県北沿岸海域 Ｓt － １ ０．０６８ ２．５

紀伊水道海域
Ｓt － ２ ０．０６９ ２．０

Ｓt － ９ ０．１１ ０．９８

県南沿岸海域 Ｓt － ２ ０．０６５ ０．２５

勝浦川河口 勝 浦 浜 橋 ０．０７１ ０．２６

小 松 島 港
Ｓt － １ ０．０８９ ０．４８

Ｓt － ４ ０．０７６ １．７

富 岡 港 Ｓt － ２ ０．１４ ２．２

橘 港 Ｓt － １ ０．１２ ５．２

椿 泊 湾 Ｓt － １ ０．０９０ ５．０

河川・海域全体の平均値 ０．１１ １．７

調 査 地 点 測 定 結 果

徳 島 市 勝 占 町 ０．０６５

徳 島 市 名 東 町 ０．０７０

徳 島 市 川 内 町 ０．０６５

鳴 門 市 大 麻 町 ０．０６７

鳴 門 市 北 灘 町 ０．０６６

小松島市坂野町 ０．０６５

小松島市田野町 ０．０６５

阿 南 市 富 岡 町 ０．０６５

阿 南 市 吉 井 町 ０．０６５

勝 浦 町 久 国 ０．０６５

佐 那 河 内 村 上 ０．０６５

石 井 町 石 井 ０．０６５

那賀川町上福井 ０．０７７

相 生 町 延 野 ０．０６５

海 南 町 大 里 ０．０６６

海 部 町 野 江 ０．０６５

宍 喰 町 芥 附 ０．０６６

北島町太郎八須 ０．０６５

藍 住 町 東 中 富 ０．０６６

板 野 町 吹 田 ０．３１

上 板 町 引 野 ０．０６６

吉 野 町 五 条 ０．０６５

土 成 町 宮 川 内 ０．０６５

市 場 町 香 美 ０．１２

鴨 島 町 飯 尾 ０．０６５

山 川 町 忌 部 ０．０６５

脇 町 ０．０６５

半 田 町 西 久 保 ０．０６５

貞 光 町 町 ０．０６５

一 宇 村 赤 松 ０．０６５

穴 吹 町 三 島 ０．０６５

三 野 町 清 水 ０．０６５

三 好 町 昼 間 ０．０６７

池 田 町 州 津 ０．０６５

井 川 町 辻 ０．０６５

平 均 値 ０．０７４

化
学
物
質

－ 123 －－ 123 －



�表２―２―１０７ 土壌環境中のダイオキシン類濃度（pg-TEQ／�）

（注）環境基準（土壌）：１，０００pg-TEQ／�以下

調 査 地 点 測 定 結 果

徳 島 市 庄 町 １．５

徳 島 市 南 沖 洲 ０．００６１

徳 島 市 川 内 町 ０．４８

徳 島 市 川 内 町 ０．００５２

徳 島 市 川 内 町 ０．５２

徳 島 市 川 内 町 ０．９３

徳 島 市 勝 占 町 ０．０６６

鳴 門 市 撫 養 町 ０．０８０

鳴 門 市 大 麻 町 ０．００２８

阿 南 市 宝 田 町 ０．０１４

阿南市原ヶ崎町 ５．２

阿南市黒津地町 １．９

阿 南 市 福 村 町 ０．４０

阿 南 市 熊 谷 町 ０．００２９

小松島市立江町 ０．０４０

小松島市芝生町 １．２

勝 浦 町 久 国 ０．０６１

上 勝 町 旭 ０．０１４

佐 那 河 内 村 下 ０．００５８

石 井 町 高 川 原 ０．０３６

神 山 町 神 領 ０．１５

那 賀 川 町 赤 池 ３６

羽 ノ 浦 町 岩 脇 ０．０４４

鷲 敷 町 和 食 郷 ０．１２

相 生 町 延 野 ０．０３２

上 那 賀 町 平 谷 ０．０５１

木 沢 村 坂 州 ０．０１２

木 沢 村 和 無 田 ０．０１１

由 岐 町 西 の 地 ０．００１３

日和佐町奥河内 ０．００６６

牟 岐 町 灘 ０．３５

海 南 町 四 方 原 ０．０５４

海 部 町 奥 浦 ０．００５６

宍 喰 町 宍 喰 浦 ０．８３

松 茂 町 広 島 ０．０５１

調 査 地 点 測 定 結 果

北 島 町 鯛 浜 ０．３０

北 島 町 中 村 １．８

藍 住 町 奥 野 ０．０７９

藍 住 町 東 中 富 ０．３２

板 野 町 那 東 ０．１１

板 野 町 犬 伏 ０．８０

上 板 町 七 条 ０．０４６

吉 野 町 西 条 ０．０３３

土 成 町 成 当 ０．０４７

市 場 町 市 場 ０．１８

市 場 町 市 場 ０．０５７

阿 波 町 東 原 ０．０２９

鴨 島 町 上 浦 ０．０１４

鴨 島 町 山 路 ０．３９

川 島 町 桑 村 ０．２４

川 島 町 学 ２．３

山 川 町 翁 喜 台 ０．０２９

山 川 町 榎 谷 ０．１５

美 郷 村 川 俣 ０．００２６

脇 町 ０．１８

美 馬 町 柿 木 ０．１３

半 田 町 田 井 ０．２８

貞 光 町 辻 ０．００５４

一 宇 村 川 又 ０．００６４

穴 吹 町 口 山 ０．０８３

穴 吹 町 三 島 ０．００３８

木 屋 平 村 谷 口 ０．１２

三 野 町 芝 生 ０．００１８

三 好 町 足 代 ０．０２６

池 田 町 イ タ ノ ０．１９

山 城 町 西 宇 ０．００３８

井川町野津後流 ０．００５７

三 加 茂 町 加 茂 ０．１０

東祖谷山村新居野 ０．０１７

西祖谷山村吾橋 ０．１２

平 均 値 ０．８３

－ 124 －－ 124 －



� その他の化学物質

ア 内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）

人や野生生物のホルモン作用をかく乱し、生殖機能阻害、悪性腫瘍等を引き起こす可能性のある内分泌かく

乱化学物質（環境ホルモン）による環境汚染は、科学的には未解明な点が多く残されているものの、それが生

物生存の基本的条件に関わるものであり、世代を越えた深刻な影響をもたらすおそれがあることから環境保全

上の重要課題となっています。

環境省においては、「内分泌かく乱作用を有すると疑われる化学物質」として６５物質をリストアップしてお

り、それらが生物に及ぼす影響を調査研究するとともに、毎年全国調査を実施して環境中での検出状況を把握

しています。

本県では、新町川と勝浦川について調査を実施しており、平成１３年度には新町川及び勝浦川の水質と新町川

の底質について調査を行いました。調査結果は、表２―２―１０８のとおりです。

水質については、新町川でＰＣＢ類、ノニルフェノール、ビスフェノールＡ、アジビン酸ジ―２―エチルヘキ

シルが、勝浦川でＰＣＢ類が検出されました。新町川の底質については、ＰＣＢ類、トリブチルスズ、トリフ

ェニルスズ、４―t―ブチルフェノール、ノニルフェノール、４― t ―オクチルフェノール、ベンゾ�a ビレン、ベ
ンゾフェノン、ビスフェノールＡ、フタル酸ジ―n―ブチル、フタル酸ブチルベンジル、フタル酸ジ―２―エチル

ヘキシルが検出されました。

これらの物質については、生体に及ぼす影響、環境中の挙動等未解明の部分が多く、環境基準や指針が定め

られていないため評価ができない現状にあり、さらなる現況調査の実施、生体内での作用等に関する調査研究

が進められています。

これまでに得られた調査結果によると、ノニルフェノール及び４― t ―オクチルフェノールについては魚類に

対する内分泌かく乱作用が確認されていますが、その他の物質については明らかな内分泌かく乱作用は確認さ

れていない状況です。

�表２―２―１０８ 平成１３年度内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）調査結果

水 質 （µg／� PCB類のみng／�）

底 質 （µg／㎏）

新町川 勝浦川 全 国 用 途

Ｐ Ｃ Ｂ 類 ０．２９ ０．０８ N.D.～７４ 電気絶縁油。トランス等に使用。

ノ ニ ル フ ェ ノ ー ル ０．１ N.D. N.D.～５．９ 界面活性剤の原料。
界面活性剤の分解生成物として生じることもある。

ビ ス フ ェ ノ ー ル Ａ ０．０１ N.D. N.D.～０．５６ ポリカーボネート樹脂、エポキシ樹脂の原料。

アジピン酸ジ―２―エチルヘキシル ０．０５ N.D. N.D.～０．１９ プラスチックの可塑剤。

新町川 全 国 用 途

Ｐ Ｃ Ｂ 類 ３９ N.D.～７３０ 電気絶縁油。トランス等に使用。

ト リ ブ チ ル ス ズ ７７ N.D.～１２０
船底塗料。漁網防汚剤。

ト リ フ ェ ニ ル ス ズ １．３ N.D.～１８

４― t ― ブ チ ル フ ェ ノ ー ル ２．３ N.D.～５．５
アルキルフェノール類＝界面活性剤の原料

界面活性剤の分解生成物として生じることもある。
ノ ニ ル フ ェ ノ ー ル ４６０ N.D.～３７００

４― t ―オクチルフェノール ２１ N.D.～４６

ベ ン ゾ �a ピ レ ン ６８ N.D.～５４０ 石油精製、燃焼等の過程から非意図的に発生。

ベ ン ゾ フ ェ ノ ン ４ N.D.～８ 医療用合成原料、香料、洗剤等。

ビ ス フ ェ ノ ー ル Ａ ２７ N.D.～１２０ ポリカーボネート樹脂、エポキシ樹脂の原料。

フ タ ル 酸 ジ ― n ― ブ チ ル １１０ N.D.～１６０ フタル酸エステル類＝プラスチックの可塑剤
ジ― n ―ブチル＝接着剤、印刷インキ等
ブチルベンジル＝床壁用タイル、人工皮革等
ジ―２―エチルヘキシル＝塩化ビニル製品

フタル酸ブチルベンジル １７ N.D.～３２

フタル酸ジ―２―エチルヘキシル ８５０ N.D.～４３００
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－ 125 －－ 125 －



イ 化学物質環境汚染実態調査

魚介類や鳥類などの生物には、特定の化学物質が濃縮・蓄積され、大気・水質等の環境媒体中の濃度に比較

して高いレベルを示すことが知られています。

そこで、化学物質による環境汚染の実態を把握するため、環境省の受託事業として、毎年生物モニタリング

を実施しています。

�調査地点：鳴門海峡

�調査対象：イガイ

�調査項目：ＰＣＢ、ＤＤＴ等１８物質

これらの項目のうち、デイルドリンについては、ドリン系の殺虫剤ですが、昭和４６年に農薬としての使用が

規制され、さらに昭和５６年には化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に基づく特定化学物質に指定さ

れ、その使用等が全面的に制限されています。近年では全国的に検出頻度、検出レベルとも低下傾向にあると

考えられますが、今後とも調査を継続し、推移を把握していく必要があるため、徳島県では平成９年度と平成１１

年度を除き毎年実施しています。

イガイ中のディルドリン濃度の推移は、図２―２―３５のとおりです。平成３年度以降平成６年度までは増加の

傾向が見られましたが、平成６年度の０．１５ppmをピークに、以降はそれより低い濃度で推移しています。

なお、鳴門のイガイについては、昭和５５年から採捕の自主規制が行われています。

図２―２―３５ イガイ中のデイルドリン濃度（平均値）

ウ 農 薬

農薬は、農業生産の効率化、農産物の品質向上、安定生産の上で欠くことのできないものです。反面、使用

方法等によっては人畜、有用動植物等にも悪影響を及ぼすことがあるため、適正かつ安全な使用が必要です。

本県では、農薬使用等に際しては、農薬使用者や地域住民の健康保持並びに有用動植物等に対する被害防止

のため、農薬安全使用基準等に基づく防除を推進するとともに、水質汚濁性農薬の取扱要領、無人ヘリコプタ

ーによる空中散布指導方針等を制定し、危被害防止に万全を期すよう指導に努めています。

ゴルフ場における農薬使用については、「徳島県ゴルフ場農薬安全使用指導要領」を制定し、農薬の使用状

況記録、水質の監視及びこれらの報告を義務付けるなどの安全使用指導を行っています。

また、農薬による水質汚濁を未然に防止するため、ゴルフ場からの排出水中の農薬の実態調査及びゴルフ場
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排出口近傍の公共用水域の水質調査を毎年実施しています。

平成１３年度の調査結果は、表２―２―１０９のとおりです。

�調 査 期 間：平成１３年４月～平成１４年３月（採水７月）

�調 査 対 象：１）県下の９ホール以上のゴルフ場１４ゴルフ場排水口等の水質

２）排水口近傍の公共用水域の水質

�調査対象農薬：環境省「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導方針」に定める

３５農薬

〈ゴルフ場排水口等〉

測定した農薬３５種類については、９４５項目中９３６項目（９９％）は検出されませんでした。

すべての地点において検出されなかったのは、アセフェート等３２農薬であり、ダイアジノン等３種類の農薬

については８１項目中９項目が検出されました。

これらの検出された農薬の濃度は低レベルであり、特に問題のないレベルでした。

〈周辺公共用水域〉

排水口近傍の公共用水域の延べ１４地点において測定した農薬３５種類については、４９０項目中４８８項目

（９９．６％）は検出されませんでした。

すべての地点において検出されなかったのは３３農薬であり、イソプロチオラン等２種類の農薬については２８

項目中２項目が検出されました。

これらの検出された農薬の濃度は低レベルでした。
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�表２―２―１０９ ゴルフ場で使用される農薬に係る水質調査結果 （単位：㎎／�）

エ 橘湾石炭火力発電所周辺の重金属等微量物質調査

阿南市橘町小勝において、平成１２年度から四国電力㈱橘湾発電所及び電源開発㈱橘湾火力発電所が本格稼働

しました。

県においては、環境汚染の未然防止を図るため、本格稼働開始の前後である平成１０年度と１３年度に、橘湾周

辺の陸域の土壌及び海域の水質・底質・海生生物について、石炭火力発電所から排出される可能性のある重金

農 薬 名
排 出 口 等 公 共 用 水 域 合 計 暫 定

指針値検体数 検出数 検 出 範 囲 検体数 検出数 検 出 範 囲 検体数 検出数 検 出 範 囲

殺

虫

剤

アセフェート ２７ １４ ４１ ０．８

イソキサチオン ２７ １４ ４１ ０．０８

イソフェンホス ２７ １４ ４１ ０．０１

クロルピリホス ２７ １４ ４１ ０．０４

ダイアジノン ２７ １ ＜０．０００１～０．０００３５ １４ ４１ １ ＜０．０００１～０．０００３５ ０．０５

トリクロルホン ２７ １４ ４１ ０．３

ピリダフェンチオン ２７ １４ ４１ ０．０２

フェニトロチオン ２７ １４ ４１ ０．０３

殺

菌

剤

イソプロチオラン ２７ １ ＜０．０００１～０．００１３ １４ １ ＜０．０００１～０．００１２ ４１ ２ ＜０．０００１～０．００１３ ０．４

イプロジオン ２７ １４ ４１ ３

エトリジアゾール ２７ １４ ４１ ０．０４

オ キ シ ン 銅 ２７ １４ ０．０４ ４１ ０．４

キ ャ プ タ ン ２７ １４ ４１ ３

クロロタロニル ２７ １４ ４１ ０．４

ク ロ ロ ネ ブ ２７ １４ ４１ ０．５

チ ウ ラ ム ２７ １４ ４１ ０．０６

トリクロホスメチル ２７ １４ ４１ ０．８

フルトラニル ２７ ７ ＜０．０００１～０．００２５ １４ １ ＜０．０００１～０．００１３ ４１ ８ ＜０．０００１～０．００２５ ２

ペンシクロン ２７ １４ ４１ ０．４

メタラキシル ２７ １４ ４１ ０．５

メ プ ロ ニ ル ２７ １４ ４１ １

除

草

剤

ア シ ュ ラ ム ２７ １４ ４１ ２

ジ チ オ ピ ル ２７ １４ ４１ ０．０８

シ マ ジ ン ２７ １４ ４１ ０．０３

テルブカルブ ２７ １４ ４１ ０．２

トリクロピル ２７ １４ ４１ ０．０６

ナプロパミド ２７ １４ ４１ ０．３

ピリブチカルブ ２７ １４ ４１ ０．２

ブ タ ミ ホ ス ２７ １４ ４１ ０．０４

プロピザミド ２７ １４ ４１ ０．０８

ベ ン ス リ ド ２７ １４ ４１ １

ペンディメタリン ２７ １４ ４１ ０．５

ベンフルラリン ２７ １４ ４１ ０．８

メコプロップ ２７ １４ ４１ ０．０５

メチルダイムロン ２７ １４ ４１ ０．３

合 計 ９４５ ９ ４９０ ２ １．４３５ １１

－ 128 －－ 128 －



属等微量物質の含有量等を調査しました。

調査結果は表２―２―１１０のとおりです。平成１０年度、１３年度ともに一般環境中の存在状況と比較して特に異常な

ものは見られず、現時点においては、石炭火力発電所の操業による影響は認められない状況です。

�調 査 期 間：平成１０年５月～平成１１年３月及び平成１３年５月～平成１４年３月

�調 査 対 象：橘湾周辺の陸域の土壌及び海域の水質・底質・海生生物（魚類：コノシロ、貝類：アサリ、海

藻類：アオサ）

�調 査 地 点：水質、底質及び海生生物：図２―２―３６のとおり

土壌：徳島県阿南農村青年の家及び阿南市橘公民館

�調 査 項 目：総水銀等１４物質

�表２―２―１１０ 橘湾石炭火力発電所周辺の重金属等微量物質調査結果

水 質
単位（㎎／�）

底 質
単位（㎎／㎏乾）

土壌（含有量）
単位（㎎／㎏乾）

土壌（溶出量）
単位（㎎／㎏乾）

調 査 項 目 平成１３年度 平成１０年度

総 水 銀（T―Hg） ＜０．０００５ ＜０．０００５

砒 素（As） ＜０．００５ ＜０．００５

全 ク ロ ム（T―Cr） ＜０．００５ ＜０．００５

カドミウム（Cd） ＜０．００１ ＜０．００１

鉛 （Pb） ＜０．００５ ＜０．００５

ベリリウム（Be） ＜０．００１ ＜０．００１

ホ ウ 素（B） １．８～３．６ ２．４～２．９

銅 （Cu） ＜０．００４ ＜０．００４～０．０１２

フ ッ 素（F） ０．６８～０．８９ ０．５９～０．７１

セ レ ン（Se） ＜０．００１ ＜０．００１

亜 鉛（Zn） ＜０．０１ ＜０．０１

アンチモン（Sb） ＜０．００５ ＜０．００５

バ ナ ジ ウ ム（V） ＜０．０１ ＜０．０１

調 査 項 目 平成１３年度 平成１０年度

総 水 銀（T―Hg） ０．３６～０．４３ ０．３３～０．６０

砒 素（As） ６．６～６．７ ６．６～８．９

全 ク ロ ム（T―Cr） １１０～１２０ ５１～５７

カドミウム（Cd） ０．２０ ０．４４～０．４９

鉛 （Pb） １４～１８ ２０～２２

ベリリウム（Be） ６２～６６ ２４～４６

ホ ウ 素（B） ８．９～９．９ ５．４～５．５

銅 （Cu） １３～１５ ３３～３９

セ レ ン（Se） ＜０．５ ＜０．５

亜 鉛（Zn） １２０～１３０ １７０

アンチモン（Sb） ＜０．５ ＜０．５

バ ナ ジ ウ ム（V） ５１～５６ ６２～６６

調 査 項 目 平成１３年度 平成１０年度

総 水 銀（T-Hg） ０．１９～０．３７ ０．１９～０．２８

砒 素（As） ０．７９～１．９ ０．２０～０．３８

全 ク ロ ム（T-Cr） ２８～５１ ２２～４０

カドミウム（Cd） ０．２５～０．５３ １．０～１．３

鉛 （Pb） １８～２９ ２２～３７

ベリリウム（Be） ０．６２～０．６５ ０．７２～０．７８

ホ ウ 素（B） ０．４６～０．５７ ０．４５～０．４７

銅 （Cu） ４３～５９ ３０～５６

フ ッ 素（F） ５８～７２ ７１～７３

塩 素（cl） ２．４～３．０ １６～２０

セ レ ン（Se） ＜０．５ ＜０．５

亜 鉛（Zn） １２０～１８０ ９４～２５０

アンチモン（Sb） ＜０．５ ＜０．５

バ ナ ジ ウ ム（V） ７．５～１８ ９．２～９．３

調 査 項 目 平成１３年度 平成１０年度

総 水 銀（T-Hg） ＜０．０００５ ＜０．０００５

砒 素（As） ＜０．００５ ＜０．００５

全 ク ロ ム（T-Cr） ＜０．００５ ＜０．００５

カドミウム（Cd） ＜０．００１ ＜０．００１

鉛 （Pb） ＜０．００５ ＜０．００５

ベリリウム（Be） ＜０．００１ ＜０．００１

ホ ウ 素（B） ＜０．０１～０．０２ ０．０１～０．０２

銅 （Cu） ＜０．００４ ＜０．００４

フ ッ 素（F） ０．０８～０．１２ ＜０．１６

塩 素（cl） ０．２～０．４ ２．４～３．１

セ レ ン（Se） ＜０．００１ ＜０．００１

亜 鉛（Zn） ＜０．０１ ＜０．０１

アンチモン（Sb） ＜０．００５ ＜０．００５

バ ナ ジ ウ ム（V） ＜０．０１ ０．０１～０．０５
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海生生物 単位（㎎／㎏湿）

図２―２―３６ 橘湾石炭火力発電所周辺の重金属等微量物質調査地点

魚類（コノシロ） 貝 類 （ ア サ リ ） 海藻類（アオサ）

調 査 項 目 平成１３年度 平成１０年度 平成１３年度 平成１０年度 平成１３年度 平成１０年度

総 水 銀（T―Hg） ０．０４ ０．０４ ０．０２ ０．０１ ＜０．０１ ＜０．０１

砒 素（As） ０．２０ ０．６２ ０．４４ ０．８８ ＜０．１ ０．２７

全 ク ロ ム（T-Cr） ＜０．０１ ＜０．０１ ０．２７ ０．６５ ０．２５ ０．１０

カドミウム（Cd） ＜０．０１ ＜０．０１ ０．０５ ０．０１ ＜０．０１ ＜０．０１

鉛 （Pb） ＜０．０１ ＜０．０１ ０．０１ ＜０．０１ ０．１２ ０．０５

ベリリウム（Be） ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２

ホ ウ 素（B） ０．２９ ０．５１ ３．２ ０．９６ ０．６８ ２．４

銅 （Cu） ０．３８ ０．８１ ２．７ １．８ ０．７２ ０．７２

フ ッ 素（F） ３．６ １．９ ＜０．２ ＜０．２ ４．０ ０．９９

セ レ ン（Se） ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２

亜 鉛（Zn） ８．０ １１ １１ １９ １．０ １．５

アンチモン（Sb） ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２ ＜０．２

バ ナ ジ ウ ム（V） ＜０．４ ＜０．４ ＜０．４ ＜０．４ ＜０．４ ＜０．４
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２ 化学物質による環境汚染防止対策


 ダイオキシン類による環境汚染防止対策

ダイオキシン類対策特別措置法により、廃棄物焼却炉などダイオキシン類の主な発生源となる施設（特定施

設）には排出基準（表２―２―１１１）が定められ、その設置者には届出やダイオキシン類の測定及び結果の報告が

義務づけられています。（表２―２―１１２）

また、県は、それらの遵守状況を確認するため、特定施設を設置する工場・事業場に対して毎年立入調査を実

施しています。

平成１３年度には、２３事業場に対して立入調査を実施し、排出基準の遵守状況等を調査・測定した結果、全ての

事業場において排出基準は遵守されていました。

�表２―２―１１１ ダイオキシン類排出基準

＜排出ガスに係る特定施設及び排出基準値＞ （単位：ng-TEQ/�N）

＜排出水に係る特定施設及び排出基準値＞ （単位：pg-TEQ/�）

（ ）内は、平成１５年１月１４日まで適用される暫定的な基準値

�表２―２―１１２ ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設の届出状況

＜排出ガスに係る特定施設＞

施 設 の 種 類 新設施設の基準
既 存 施 設 の 基 準

Ｈ１４．１１．３０まで Ｈ１４．１２．１から

廃棄物焼却炉（処理能力

が５０㎏／時以上又は火床

面積が０．５㎡以上）

４t／時以上 ０．１

８０

１

２t／時～４t／時 １ ５

２t／時未満 ５ １０

焼結綱用焼結炉 ０．１ ２ １

製綱用電気炉 ０．５ ２０ ５

亜鉛回収用焙焼炉・焼結炉・溶解炉・乾燥炉 １ ４０ １０

アルミニウム合金用焙焼炉・溶解炉・乾燥炉 １ ２０ ５

施 設 の 種 類 新設施設の基準 既存施設の基準

�クラフトパルプ又はサルファイトパルプ製造用塩素系漂白施設
�硫酸カリウム製造用廃ガス洗浄施設
�カプロラクタム製造用硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離施設及
び廃ガス洗浄施設

�クロロベンゼン又はジクロロベンゼン製造用水洗施設及び廃ガス
洗浄施設

�廃PCB等又はPCB処理物の分解施設
�PCB汚染物又はPCB処理物の洗浄施設

１０

１０

�塩化ビニルモノマー製造用二塩化エチレン洗浄施設
�アルミニウム又はその合金製造用焙焼炉、溶解炉、又は乾燥炉の
廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

１０（２０）

�廃棄物焼却炉（焼却能力５０㎏／時以上のものまたは火床面積０．５
㎡以上のものに限る。）の廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

１０（５０）

�上記の施設から排出される下水を処理する下水道終末処理施設
�上記の施設を設置する事業場から排出される水の処理施設 １０

項 目 施 設 名 平成１１年度末
現在の施設数

平成１２年度末
現在の施設数

平成１３年度末
現在の施設数

５ 廃棄物焼却炉 ２６０ ２６７ ２７６

工 場 ・ 事 業 場 数 １９８ ２０４ ２１６
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＜排出水に係る特定施設＞

� その他の化学物質による環境汚染防止対策

ア 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ法）の施行

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、化学物質による環境保全上の支障を未然に防止する

ことを目的としてＰＲＴＲ法が制定され、これによりＰＲＴＲ制度とＭＳＤＳ制度が導入されました。

� ＰＲＴＲ制度（Pollutant Release and Transfer Register）

ＰＲＴＲ制度とは、対象となる事業者に、法律で指定された化学物質（第一種指定化学物質）の環境への

排出量と移動量を把握して行政庁に届け出ることを義務づけ、さらに行政庁は家庭・農地・自動車等からの

排出量を推計し、届出データと併せて集計・公表する仕組みです。

この制度により、事業者は、どのような化学物質がどこからどれだけ環境へ排出されているかを自ら把握

することとなり、化学物質の管理の改善や排出の抑制が促進されます。

ＰＲＴＲ制度に基づく最初の届出は平成１４年４月から開始され、その際には平成１３年度１年間の排出量と

移動量を届け出ます。

当初２年間は、年間５t以上取扱いのある第一種指定化学物質（一部の化学物質については年間０．５t以上）

について届け出ますが、その後は年間ｌt以上取扱いのある第一種指定化学物質について届け出ることとな

ります。

平成１３年４月：年間取扱量５t以上の事業者は、排出量・移動量の把握を開始

平成１４年４月：年間取扱量５t以上の事業者は、排出量・移動量の届出を開始

平成１５年４月：年間取扱量ｌt以上の事業者は、排出量・移動量の把握を開始

平成１６年４月：年間取扱量ｌt以上の事業者は、排出量・移動量の届出を開始

�イ ＭＳＤＳ制度（Material Safety Data Sheet）

ＭＳＤＳ制度とは、法律で指定された化学物質（第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質）を含有す

る製品を事業者間で取り引きする際に、その化学物質の性状及び取扱いに関する情報（ＭＳＤＳ：化学物質

等安全データシート）を相手方に提供することを義務づける仕組みです。ＭＳＤＳにより、事業者は自らが

取り扱っている化学物質に関する情報を得ることができ、化学物質の管理の見直しや改善が促進されます。

平成１３年１月：ＭＳＤＳ制度開始

�ウ 化学物質管理指針

化学物質の管理の改善を図るための技術的なガイドラインとして、化学物質管理指針が定められました。

この指針には、設備の改善に関する事項や化学物質の使用の合理化に関する事項、さらに製造工程・機械加

工工程等の工程別の対策指針などが記されており、ＰＲＴＲ法では、この指針に留意しながら、事業者は自

主的に化学物質の管理を改善・強化していくこととされています。

イ 農薬による環境汚染防止対策

県では植物防疫指針、発生予察情報等により効率的な防除を推進するとともに、農業者を中心とした農薬取

扱者に対して、農薬の危被害防止、環境汚染防止を総合的に推進しております。

� 農薬危害防止活動の実施

農薬について関係法令の周知を図るとともに、農薬の性質、適正使用及び危害防止方法、並びに保管管理

方法等を広く一般的に周知徹底させるため、農薬危害防止運動月間（６月１日～６月３０日）を設定し、研修

会等の開催、ポスターや周知資料等による啓蒙を行っています。

さらに、農業者を対象とした講習会や、農薬販売業者及び防除業者を対象とした農薬管理指導士認定研修

項 目 施 設 名
平成１１年度末
現在の施設数

平成１２年度末
現在の施設数

平成１３年度末
現在の施設数

７ 廃棄物焼却施設の廃ガス洗浄施設、湿式集
じん施設、汚水等を排出する灰ピット

１３ ２７ ３２

工 場 ・ 事 業 場 数 １２ ２２ ２３

－ 132 －－ 132 －



においても、農薬の散布者及び周辺住民への危被害防止対策を周知徹底を図っています。

�イ 農産物の農薬残留を考慮した防除及び環境汚染・水質汚濁対策

現在使用されている農薬は、食品衛生法による農薬残留基準を超えて食品に残留しないように農薬取締法

で農作物の農薬残留に関する農薬安全使用基準が定められています。また、環境への影響を考慮し、水産動

物の被害の防止、水質汚濁の防止、航空機を利用して行う農薬の散布のそれぞれに関する安全使用基準も定

められています。県では、農薬安全使用基準等を受けて「植物防疫指針」を作成し、県の指導機関、市町村、

農業団体、農薬販売業者等を通じて農薬の適正かつ安全な使用を指導しています。

�ウ 農薬指導取締等

農薬販売業者を対象に、農薬の危害防止や流通の適正化を図るため、立入調査を行なっています。

また、ゴルフ場事業者に対しては、「徳島県ゴルフ場農薬安全使用指導要領」に基づき、指導を行ってい

ます。

３ 今後の主な施策


 ダイオキシン類対策

ダイオキシン類対策特別措置法及び徳島県ダイオキシン類対策取組方針（平成１２年６月策定）に基づいて、排

出削減対策を推進していきます。

ア 発生源対策の推進

特定施設に対する規制措置の徹底を図るため、設置者に対する届出・測定及び結果報告についての指導や、

設置者からの報告に基づく基準遵守の指導を行います。

また、事業場への立入を実施し、特定施設の維持管理状況、焼却物の種類、焼却灰等の貯留状況等の調査を

行い、ダイオキシン類の排出削減の指導に努めます。さらに、設置者自身が行う測定とは別に、県として特定

施設を設置する工場・事業場における排出状況を把握しておく必要があることから、いくつかの対象事業場を

抽出し、立入時に排ガス及び排水中のダイオキシン類濃度の測定を実施します。

また、法の規制対象外となる小規模焼却炉を設置する者に対しては、廃棄物処理法に基づく処理基準の遵守、

焼却物の分別の徹底、ごみの減量化、使用の中止等を呼びかけ、野焼きのような不適正処理に対しては、関係

機関と協力しながら監視指導に努めるなど、特定施設以外の排出源に対しても排出削減対策を推進していきます。

イ モニタリングの推進

ダイオキシン類による環境汚染の状況を把握するため、大気環境中、公共用水域の水質及び底質、地下水質

並びに土壌中のダイオキシン類の測定を今後も積極的に実施します。

ウ 県民への的確な情報提供

県民・事業者・行政において、ダイオキシン類のリスクに関する正しい情報・理解の共有を図るため、講演

会や保健所・消費生活センターにおける講習会等を開催し、ダイオキシン類の削減やごみを出さない社会シス

テムの構築を呼びかけるとともに、県・市町村の広報誌やマスコミの広報媒体等を通じて、ダイオキシン類に

関する情報を適切に提供していきます。

� その他の化学物質

平成１４年４月から始まったＰＲＴＲ法に基づく届出が毎年円滑に行われ、事業者による化学物質の自主的な管

理の改善が促進されるよう、今後も法制度の周知・徹底に努めていきます。

また、農薬については、安全な農産物の安定供給を確保するとともに、県民の保健衛生の確保、有用動植物に

対する危害防止に努め、農薬散布以外の防除技術を駆使した総合防除対策についても推進していきます。
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第７節 その他の環境保全対策等

１ 上 水 道 の 整 備


 水 道 の 現 状

平成１３年度末における本県の水道普及状況は、総人口８１９，１８０人に対し、給水人口７６２，７０２人で普及率９３．１％に

達しています。しかし、平坦部の普及率が高いのにくらべ、地理的条件の悪い山間へき地の多くは未普及で残さ

れています。今後の未普及地域での水道普及には多額の事業費を要することとなり、特にイニシャルコスト（当

初費用）のみならず、ランニングコストも考えなければならないだけに、建設費の高騰が大幅な料金アップへの

大きな原因となることが懸念される状況です。

現在、水道施設は、上水道３０、簡易水道１４０、専用水道２６、計１９６施設となっています。

なお、水道名は、次のように定義しています。

上 水 道 計画給水人口が５，０００人を超える水道

簡 易 水 道 計画給水人口が１０１人～５，０００人までの水道

専 用 水 道 給水人口が１０１人以上及び一日最大給水量が２０�以上の施設で病院、寄宿舎、団地、レ
ジャー施設等の水道

飲料水供給施設 ５０人以上１００人以下の給水人口に対して、飲用に供する水を供給する施設

水道の年次別普及状況は、昭和５０年以降伸びが鈍化しており、最近では横ばい状況です。（表２―２―１１３）

また、市町村別普及状況は平坦部の市町村は普及率が高く、山間部の町村は非常に低い普及率となっています。

�表２―２―１１３ 水 道 普 及 年 表

年度末 総 人 口
給 水 人 口 普 及 率 �％ 飲料水供給施設

給水人口（人）上 水 道 簡易水道 専用水道 計 県 国
２５ ８７８，５１１ － － － ９９，１４５ １１．３ ２２．８
３０ ８７８，１０９ １８４，８００ ２７，９００ － ２１２，７７０ ２４．２ ３７．５
３５ ８４７，２７９ ２４１，５９４ ８１，９９６ １１，９４３ ３３５，５３３ ３９．６ ５３．４
４０ ８１５，２２５ ３３７，１８６ １０４，１２６ １５，５０４ ４５６，８１６ ５６．０ ６９．１ １０，７７６
４５ ７８６，６２９ ４３２，８００ １１０，８３７ １９，８２０ ５６３，４５７ ７１．６ ８０．８ １１，５２１
４６ ７８５，８５３ ４５６，２５０ １０５，３１０ １８，６４２ ５８０，２０２ ７３．８ ８２．７ １１，４７４
４７ ７８６，１１５ ４７３，３５７ ９５，７１２ ２０，５１０ ５８９，５７９ ７５．０ ８４．３ ９，８２３
４８ ７８７，９９１ ５１８，２８２ ９１，３８３ １５，９３２ ６２５，５９７ ７９．４ ８５．４ １０，０４０
４９ ７９１，７１６ ５５１，４６３ ９５，２５１ １４，３９２ ６６１，１０６ ８３．５ ８６．７ ９，３６３
５０ ８０４，５５９ ５７５，２４４ ８３，０１８ １３，８３６ ６７２，０９８ ８３．５ ８７．６ ９，３２７
５１ ８０８，６８０ ５９４，４００ ８４，４９１ １３，６６６ ６９２，５５７ ８５．６ ８８．６ ９，８２６
５２ ８１２，５１１ ６０２，５５３ ８６，１３４ １３，２５８ ７０１，９４５ ８６．４ ８９．４ ９，１０８
５３ ８１７，１４２ ６０７，９１３ ９０，８２３ １５，２３０ ７１３，９６６ ８７．４ ９０．３ ７，４３０
５４ ８２０，０７２ ６１６，９３７ ８９，４３７ １２，８３４ ７１９，２０８ ８７．７ ９１．０ ８，０４５
５５ ８２３，７２６ ６２１，４７３ ９２，７６９ １４，１７８ ７２８，４２０ ８８．４ ９１．５ ８，４１６
５６ ８２５，１８２ ６２５，２０７ ９３，７８８ １５，４３４ ７３４，４２９ ８９．０ ９１．９ ８，４１５
５７ ８２６，３４５ ６２８，４２５ ９３，８７０ １６，３４６ ７３８，６４１ ８９．４ ９２．２ ８，５７４
５８ ８２７，９１８ ６３２，１５６ ９４，９２１ １５，１８８ ７４２，２６５ ８９．７ ９２．６ ８，６１９
５９ ８２８，７９５ ６３１，５６３ ９７，９２５ １５，２８１ ７４４，７６９ ８９．９ ９３．１ ８，４６７
６０ ８３２，５１６ ６３４，２８７ ９７，５２０ １４，５８２ ７４６，３８９ ８９．７ ９３．３ ９，０９７
６１ ８３３，６５５ ６４１，３１１ ９２，５０６ １４，４４９ ７４８，２６６ ８９．８ ９３．６ ８，６５０
６２ ８３２，９４９ ６４３，４８３ ９４，２８１ １３，５２２ ７５１，２８６ ９０．２ ９３．９ ８，１９８
６３ ８３２，３５９ ６４３，０９２ ９６，５３５ １３，４９５ ７５３，１２２ ９０．５ ９４．２ ８，１５７
元 ８３０，９０３ ６４３，２９５ ９６，０６１ １３，０５２ ７５２，４０８ ９０．６ ９４．４ ８，０４８
２ ８２８，５８８ ６４４，７２５ ９４，９１８ １２，９０２ ７５２，５４５ ９０．８ ９４．７ ８，２１９
３ ８２７，３９２ ６４４，８３２ ９４，５４８ １３，１６０ ７５２，５４０ ９１．０ ９４．９ ８，３３４
４ ８２７，００７ ６４６，０７７ ９３，２５６ １３，９３９ ７５３，２７２ ９１．１ ９５．１ ８，２１２
５ ８２６，８０２ ６４８，０７８ ９２，２８８ １４，０４７ ７５４，４１３ ９１．２ ９５．３ ８，２０６
６ ８２７，６６７ ６４７，３８３ ９３，０１０ １２，４２８ ７５２，８２１ ９１．０ ９５．５ ８，２９９
７ ８２９，５９８ ６５０，４３４ ９２，５１８ １２，３１３ ７５５，２６５ ９１．０ ９５．８ ８，２８０
８ ８２９，７２５ ６５２，８７７ ９２，７３４ １２，１５９ ７５７，７７０ ９１．３ ９６．０ ７，７７８
９ ８２９，１４８ ６６３，４２６ ８４，０４１ １２，６８７ ７６０，１５４ ９１．７ ９６．１ ７，２８４
１０ ８２８，９４１ ６６８，８４８ ８２，１６４ １４，４９９ ７６５，５１１ ９２．３ ９６．３ ７，３１４
１１ ８２７，０５２ ６７３，９６２ ７８，７３８ １２，０５９ ７６４，７５９ ９２．５ ９６．４ ６，９９０
１２ ８２０，５３８ ６７４，３６５ ７７，１５１ ９，２２２ ７６０，７３８ ９２．７ ９６．６ ６，３５４
１３ ８１９，１８０ ６７６，１２９ ７６，８６３ ９，７１０ ７６２，７０２ ９３．１ ６，１１５
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図２―２―３７ 市町村別水道普及率平成１３年度末現在
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� 水道施設における給水量の状況

本県の水道施設（上水道、簡易水道、専用水道）における年間給水量は、１２４，１５０�であり、その内上水道で

９０．３％の１１２，０５４千�を占め、簡易水道で８．７％の１０，８４２千�、専用水道１．０％の１，２５４千�となっています。

また、各施設における給水量の水源別の内訳は、（図２―２―３８）のとおりとなっており、大部分を河川からの

表流水に依存していることがわかります。

図２―２―３８ 水道施設における水源別年間水量内訳

� １．早明浦ダムとは、早明浦ダム建設事業に参画することにより、
許可を受けた河川水。

２．既得水利とは、ダム開発による許可を受けていない河川水。
３．その他とは、河川法が適用されない渓流水等をいう。

単位：千�

� 水質検査体制

「水質基準に関する省令」が平成５年１２月１日より施行され従前の２６項目が１項目減り、微量の一般有機化学

物質を中心に消毒副生物及び農薬の水道水質基準を見直し、新たに、２１項目が追加され４６項目となり、さらに水

質基準を補完する項目として、「快適水質項目」１３項目、「監視項目」２６項目が設定されました。なお、「監視

項目」については、平成１２年９月１１日現在３５項目が設定されています。

本県においては、厚生省通知に基づき、基準の見直しにともなう検査項目の追加及び検査技術の高度化に対応

するため平成５年１２月に徳島県水道水質管理計画を定め、県下の水道事業体、水道法第２０条の厚生労働大臣指定

検査機関が計画的かつ体系的に水質検査、水質監視ができるよう指導を行うこととしています。

また、全国的にゴルフ場で使用されている農薬が話題になり、厚生労働省では平成２年５月３１日に「ゴルフ場

使用農薬に係る水道水の暫定水質目標」（２１項目）が定められ平成１１年６月２９日現在、２６項目の暫定水質目標が

定められています。

早明浦ダム 既 得 利 水 地 下 水 そ の 他 合 計

上 水 道 ３７，３７０ １５，７６９ ５８，９１５ ０ １１２，０５４

簡 易 水 道 １，６５５ １，２７５ ４，１５５ ３，７５７ １０，８４２

専 用 水 道 ０ １９９ １，０１８ ３７ １，２５４

合 計 ３９，０２５ １７，２４３ ６４，０８８ ３，７９４ １２４，１５０
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このため、県内の水道施設においても、ゴルフ場に隣接する水道及び下流域で河川水を利用する１１水道で水質

検査を実施しましたが、全て不検出でした。

なお、それぞれの水質検査項目一覧については、表２―２―１１４～２―２―１１８のとおりとなっています。

水質基準に関する省令

�表２―２―１１４ 健康に関連する項目（２９項目） 平成４年１２月２１日 厚生省令第６９号

水質基準に関する省令

�表２―２―１１５ 水道水が有すべき性状に関連する項目（１７項目） 平成４年１２月２１日 厚生省令第６９号

項 目 名 基 準 値 項 目 名 基 準 値

１ 一 般 細 菌
１�の検水で形成さ
れる集落数が１００以
下であること

１５ ジ ク ロ ロ メ タ ン ０．０２㎎／�以下

１６ シス－１、２－ジクロロエチレン ０．０４㎎／�以下

２ 大 腸 菌 群 数 検出されないこと １７ テトラクロロエチレン ０．０１㎎／�以下

３ カ ド ミ ウ ム ０．０１㎎／�以下 １８ １、１、２－トリクロロエタン ０．００６㎎／�以下

４ 水 銀 ０．０００５㎎／�以下 １９ トリクロロエチレン ０．０３㎎／�以下

５ セ レ ン ０．０１㎎／�以下 ２０ ベ ン ゼ ン ０．０１㎎／�以下

６ 鉛 ０．０１㎎／�以下 ２１ ク ロ ロ ホ ル ム ０．０６㎎／�以下

７ ヒ 素 ０．０１㎎／�以下 ２２ ジブロモクロロメタン ０．１㎎／�以下

８ 六 価 ク ロ ム ０．０５㎎／�以下 ２３ ブロモジクロロメタン ０．０３㎎／�以下

９ シ ア ン ０．０１㎎／�以下 ２４ ブ ロ モ ホ ル ム ０．０９㎎／�以下

１０ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 １０㎎／�以下 ２５ 総トリハロメタン ０．１㎎／�以下

１１ フ ッ 素 ０．８㎎／�以下 ２６ １、３－ジクロロプロペン（DD） ０．００２㎎／�以下

１２ 四 塩 化 炭 素 ０．００２㎎／�以下 ２７ シ マ ジ ン（CAT） ０．００３㎎／�以下

１３ １、２－ジクロロエタン ０．００４㎎／�以下 ２８ チ ウ ラ ム ０．００６㎎／�以下

１４ １、１－ジクロロエチレン ０．０２㎎／�以下 ２９ チ オ ベ ン カ ル ブ ０．０２㎎／�以下

項 目 名 基 準 値 項 目 名 基 準 値

３０ 亜 鉛 １．０㎎／�以下 ３９ １、１、１－トリクロロエタン ０．３㎎／�以下

３１ 鉄 ０．３㎎／�以下 ４０ フ ェ ノ ー ル 類 ０．００５㎎／�以下

３２ 銅 １．０㎎／�以下
４１

有機物等（過マンガン
酸カリウム消費量）

１０㎎／�以下
３３ ナ ト リ ウ ム ２００㎎／�以下

３４ マ ン ガ ン ０．０５㎎／�以下 ４２ pH 値 ５．８以上８．６以下

３５ 塩 素 イ オ ン ２００㎎／�以下 ４３ 味 異常でないこと

３６
カルシウム、マグネシウム
等（硬度）

３００㎎／�以下
４４ 臭 気 異常でないこと

４５ 色 度 ５度以下

３７ 蒸 発 残 留 物 ５００㎎／�以下 ４６ 濁 度 ２度以下

３８ 隠イオン界面活性剤 ０．２㎎／�以下

そ
の
他
対
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平成４年１２月２１日 衛水第２６４号

�表２―２―１１６ 快適水質項目（１３項目） 厚生省生活衛生局水道環境部長通知

注１）マンガン、有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）、カルシウム、マグネシウム等（硬度）、蒸発残留物、濁度及びpH
値については、基準項目であるが、より質の高い水道水の目標とする値として別途設定した。

注２）残留塩素については、消毒の確実な実施を前提として目標値を活用すること。

平成４年１２月２１日 衛水第２６４号

�表２―２―１１７ 監視項目（３５項目） 厚生省生活衛生局水道環境部長通知

注１）ＣＮＰについては，「クロルニトルフェン（ＣＮＰ）のついて」（平成６年３月８日衛水第５６号）による。
注２）毒性評価の確定していない項目の指針値については，暫定値であることを明示した。
注３）ＴＥＱとは，毒性等量のことで，ダイオキシン類のそれぞれの同族体の毒性を２，３，７，８－四塩化ジベンゾ－パラ－ジ

オキシンの量に換算して合計したものを言う。

項 目 名 基 準 値 項 目 名 基 準 値

１ トランス―１、２―ジクロロエチレン ０．０４㎎／�以下 １９ 抱 水 ク ロ ラ ー ル ０．０３㎎／�以下（暫定）

２ ト ル エ ン ０．６㎎／�以下 ２０ イ ソ キ サ チ オ ン ０．００８㎎／�以下

３ キ シ レ ン ０．４㎎／�以下 ２１ ダ イ ア ジ ノ ン ０．００５㎎／�以下

４ p―ジクロロベンゼン ０．３㎎／�以下 ２２ フェニトロチオン（MEP） ０．００３㎎／�以下

５ １、２―ジクロロプロパン ０．０６㎎／�以下（暫定） ２３ イソプロチオラン ０．０４㎎／�以下

６ フタル酸ジエチルヘキシル ０．０６㎎／�以下 ２４ クロロタロニル（TPN） ０．０５㎎／�以下

７ ニ ッ ケ ル ０．０１㎎／�以下（暫定） ２５ プ ロ ピ ザ ミ ド ０．０５㎎／�以下

８ ア ン チ モ ン ０．００２㎎／�以下（暫定） ２６ ジクロルボス（DDVP） ０．００８㎎／�以下

９ ほ う 素 １㎎／�以下 ２７ フェノブカルブ（BPMC） ０．０３㎎／�以下

１０ モ リ ブ デ ン ０．０７㎎／�以下 ２８ クロルニトロフェン（CNP） ０．０００１㎎／�以下

１１ ウ ラ ン ０．００２㎎／�以下（暫定） ２９ イプロベンホス（IBP） ０．００８㎎／�以下

１２ 亜 硝 酸 性 窒 素 ０．０５㎎／�以下（暫定） ３０ E P N ０．００６㎎／�以下

１３ 二 酸 化 塩 素 ０．６㎎／�以下 ３１ ベ ン タ ゾ ン ０．２㎎／�以下

１４ 亜 塩 素 酸 イ オ ン ０．６㎎／�以下 ３２ カ ル ボ フ ラ ン ０．００５㎎／�以下

１５ ホルムアルデヒド ０．０８㎎／�以下（暫定） ３３ ２、４―ジクロロフェノ
キシ酢酸（２、４―D） ０．０３㎎／�以下

１６ ジ ク ロ ロ 酢 酸 ０．０２㎎／�以下（暫定） ３４ ト リ ク ロ ピ ル ０．００６㎎／�以下

１７ ト リ ク ロ ロ 酢 酸 ０．３㎎／�以下（暫定） ３５ ダ イ オ キ シ ン 類 １ｐｇ―TEQ／�以下（暫定）

１８ ジクロロアセトニトリル ０．０８㎎／�以下（暫定）

項 目 名 基 準 値 項 目 名 基 準 値

１ マ ン ガ ン ０．０１㎎／�以下 ７ 遊 離 炭 酸 ２０㎎／�以下

２ ア ル ミ ニ ウ ム ０．２㎎／�以下
８

有 機 物 等
（ 過 マ ン ガ ン 酸
カ リ ウ ム 消 費 量 ）

３㎎／�以下
３ 残 留 塩 素 １㎎／�程度以下

４ ２ － メ チ ル イ ソ
ボ ル ネ オ ー ル

粉末活性炭処理
０．００００２㎎／�以下
粒状活性炭等
恒久施設
０．００００１㎎／�以下

９ カルシウム・マグネシ
ウム等（硬度）

１０㎎／�以上
１００㎎／�以下

１０ 蒸 発 残 留 物 ３０㎎／�以上
２００㎎／�以下

５ ジ ェ オ ス ミ ン

粉末活性炭処理
０．００００２㎎／�以下
粒状活性炭等
恒久施設
０．００００１㎎／�以下

１１ 濁 度 給水栓で１度以下
送配水施設入口で０．１度以下

１２ ラ ン ゲ リ ア 指 数
（腐食性）

－１度程度以上とし、極
力０に近づける

６ 臭 気 強 度（TON） ３以下 １３ pH 値 ７．５程度
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平成４年１２月２１日 衛水第２６４号

�表２―２―１１８ ゴルフ場使用農薬にかかる 厚生省生活衛生局水道環境部長通知

水道水の水質目標

� 水道整備基本構想

厚生労働省の指導により、各都道府県は１０～２０年後の長期的視野に立って水道の整備に関する基本的な構想を

策定することとなっています。

徳島県においても、平成１３年度にこの構想を改定しました。

これは、現状の地勢、人口、水資源、水道普及状況等を整理し、将来の発展を考慮しながら、水資源開発、水

道水源の安全確保対策、水道整備計画などについて基本的な考え方を示すものです。

その内容は、「徳島県新長期計画」との整合を図りながら、県内各地域の将来人口、普及率、給水量、水源水

量を検討し、全県域の水需給収支を推定しています。

� 水道施設の補助と実施状況

補助事業には、簡易水道等施設整備事業、水道水源開発等施設整備事業の国庫補助事業と簡易水道等施設統合

整備事業の県費補助事業があり、これらの概要は次のとおりです。

ア 簡易水道等施設整備費国庫補助事業

簡易水道等の新設、拡張、改良及び統合整備を行う事業について国庫補助を行うものです。補助率は財政力

指数、１人当たり管布設延長により、４／１０、１／３、１／４、１／２があり平成１３年度は９市町村（１５施設、計

画給水人口５８，４５４人）において総事業費１８億４，６０５万４千円で（内平成１４年度への繰越額３３４万６千円）で実施

しました。

イ 水道水源開発等施設整備事業

上水道等の水道水源開発施設等を整備する場合又は水道管路近代化推進事業等を行う場合について国庫補助

を行うものです。補助率は、資本単価等により１／４、１／３、１／２があり、平成１３年度は１０市町（１０施設、計画給

水人口２４９，１００人）において総事業費５億６，９５６万６千円（内平成１４年度への繰越額２億８，７１６万９千円）で実施

しました。

対 象 農 薬 水 質 目 標

（殺虫剤） イソフェンホス
クロルピリホス
トリクロルホン（ＤＥＰ）
ピリダフェンチオン
アセフェート

０．００１㎎／�以下であること
０．００４ 〃
０．３ 〃
０．００２ 〃
０．０８ 〃

（殺菌剤） イプロジオン
エトリジアゾール（エクロメゾール）
オキシン銅（有機銅）
キャプタン
クロロネブ
トルクロホスメチル
フルトラニル
ペンシクロン
メプロニル
メタラキシル

０．３㎎／�以下であること
０．００４ 〃
０．０４ 〃
０．３ 〃
０．０５ 〃
０．０８ 〃
０．２ 〃
０．０４ 〃
０．１ 〃
０．０５ 〃

（除草剤） アシュラム
テルブカルブ（ＭＢＰＭＣ）
ナプロパミド
ブタミホス
ベンスリド（ＳＡＰ）
ペンディメタリン
ベンフルラリン（ベスロジン）
メコプロップ（ＭＣＰＰ）
メチルダイムロン
ジチオピル
ピリブチカルブ

０．２㎎／�以下であること
０．０２ 〃
０．０３ 〃
０．００４ 〃
０．１ 〃
０．０５ 〃
０．０８ 〃
０．００５ 〃
０．０３ 〃
０．０８ 〃
０．０２ 〃

そ
の
他
対
策
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２ 環境放射能水準調査

原子力発電施設等の周辺においては、立地県によって放射能監視事業が実施されていますが、この監視事業の成

果を高めるため、より広範囲な地域（隣接県等）で環境放射能水準を実施し、その結果と放射能監視データとの比

較検討を行うことにより、放射能の影響の正確な評価を行っています。

本県では、平成元年度から文部科学省の委託事業として、定時降水の全ベータ放射能測定及び大気浮遊じん・降

下物・陸水（蛇口水）・土壌・精米・野菜・牛乳・日常食の各種分析を行うとともに、サーベイメータ、モニタリ

ングポストにより空間放射線量率の測定を実施しています。

平成１３年度における本県の環境放射能レベルについて、異常は認められませんでした。

３ 地下水の塩水化対策

� 塩水化の現況

本県は、古くから地下水に恵まれ、地下水が水資源としての貴重な役割を果たしてきましたが、地下水は無限

にあるわけでなく、その過剰な汲みあげは、地下水の水位低下や塩水化を引き起こす原因となり、また地盤沈下

という取り返しのつかない公害までも発生させることが考えられます。

吉野川下流地域では、昭和４４年に工業用及び上水道用を対象として地下水利用対策協議会が設立され、自主規

制による大幅な地下水取水の削減を実施し大きな成果を上げましたが、相前後して、養魚用水を中心とした取水

が急増するなどかん養量を上回る大幅な過剰揚水となっています。

塩化物イオン濃度２００ppmの等値線（飲料適・不適の分岐点）は、名田橋付近まで遡上していますが、ここ数

年は、塩水化に大きな変化が認められない状況にあります。（表２―２―１１９）

那賀川下流城においても、ここ数年は、大きな変化が見受けられないものの過剰揚水となっており、南岸では

阿南市宝田町の東一帯、北岸では臨海部において塩水化が見られます。（表２―２―１２０）

また、勝浦川下流域及び日和佐川下流地域においても、一部に塩水化区域が見られます。

�表２―２―１１９ 地下水位の状況 （単位：ｍ）

（注）１ 地下水位は、井戸天端から地下水面までの距離を示しています。
２ 最高、最低、平均は、それぞれ年間（日別を通じての最高値、最低値、平均値）を示しています。

�表２―２―１２０ 地下水塩水化の状況 （塩素イオン濃度単位：ppm）

� 塩水化対策

このような事態に対処するため、県においては、「徳島県地下水の採取の適正化に関する要綱」に基づき、昭

観測井の名称

及 び 位 置

水位の

区 分

経 年 変 化
平 成
元 年 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

今 切 第 一

（徳島市川内

町加賀須野）

最 高 １．３５ ０．８７ ０．７７ ０．９５ ０．８１ ０．９８ ０．８１ ０．９１ ０．７４ ０．５２ ０．６０ ０．５４ ０．１５

最 低 ２．７５ ３．１５ ２．８２ ２．８７ ２．６１ ２．９６ ２．４７ ２．７１ ２．３２ ２．０６ ２．２２ ２．４３ ２．２２

平 均 ２．０３ １．８７ １．８１ １．７３ １．６３ １．７８ １．７４ １．８７ １．６２ １．３４ １．４５ １．４９ １．１９

今 津 浦

（那賀郡那賀

川町今津浦）

最 高 ０．４４ １．０２ ０．８０ ０．８９ ０．９３ ０．８７ ０．８８ ０．６４ ０．４５ ０．５９ ０．４０ ０．６５

最 低 ２．２９ ２．４３ ２．４３ ２．４２ ２．４２ ２．４４ ２．５８ ２．４１ ２．３３ ２．３１ ２．４１ ２．２８

平 均 １．６０ １．６８ １．６３ １．７１ １．６９ １．７７ １．７９ １．７１ １．５２ １．５３ １．５９ １．４７

観測井の名称

及 び 位 置

経 年 変 化
平 成
元 年 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３

今 切 第 一
（徳島市川内町加賀須野） ５，７７０ ５，６４０ ４３２ ４９６ １，２５０ ６，０８０ ４，８８０ ６，１８０ ７４３ ２，３００ １，６３０ １４０２ ２，６７８

今 津 浦
（那賀郡那賀川町今津浦） ４１．６ ８．９ ５．０ １２．１ ３３．０ １３２ ７．３ １５．７ １３．０ ６．２ ７．５ ４７．２ １９．９

応 神
（徳島市応神町吉成） １，８８０ ２，０１０ ２，０１０ １，７２０ １，５７０ １，６２０ １，９３０ ２，１７０ ２，４５０ ２，３００ ２，０３０ １，７００ １，６１８
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和５８年８月１日に吉野川、那賀川及び勝浦川の下流地域（徳島市など４市１０町）について、また、昭和６０年７月

１日には日和佐川下流地域について地域指定を行い、新規取水規制、取水量の削減、水源転換等の適正化指導を

実施しています。

４ 畜産環境問題防止対策

家畜排せつ物は、畜産経営から発生する副産物であり、肥料三要素、微量要素等を多く含んでいることから、従

来から農産物、飼料作物の生産にとって貴重な資源として有効に活用されてきました。

しかしながら、近年、急速な飼養規模の拡大等により自己経営内あるいは地域内における家畜排せつ物の有効利

用が困難となりつつあるとともに、農村地域の混住化の進展、さらには環境問題に対する県民の関心が高揚する中

で、家畜排せつ物の管理の在り方をめぐり、畜産農家と地域住民との間で環境問題の発生が増加する傾向にあります。

畜産経営に起因する環境問題に関する年間届出件数は、近年５０件程度で推移しておりましたが、平成１４年度には

４６件（７月１日とりまとめ状況）の届出があり、悪臭を中心に水質汚濁、害虫発生が主な原因となっており、これ

らが複合的に発生している場合もあります。地域住民からの環境問題の苦情申し立てについては、関係する行政機

関の指導によりほとんどが解決しているものの、一部には畜産農家の家畜排せつ物処理対策の投資意欲の減退等に

より、その解決が長引く例もみられます。また、悪臭については抜本的対策が難しく、有効かつ低コストな処理技

術開発が望まれます。

環境問題に関する法律では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で家畜排せつ物及び動物の死体が産業廃棄

物に指定されているほか、「水質汚濁防止法」、「悪臭防止法」等が制定されています。また、畜産業における家

畜排せつ物の適正な管理を確保し、有機資源としての有効利用を一層促進することにより、畜産経営の健全な発展

を図るため、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」が成立し、平成１１年１１月１日から施行

されています。

県としても、畜産農家をはじめ、関係機関、関係団体等に周知するとともに、家畜排せつ物の利用の目標、処理

高度化施設の整備に関する目標等を定めた県計画を策定、それを公表し、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の

促進を図っており、関係者が一丸となって畜産環境保全対策を積極的に推進し、畜産農家自らの環境問題に対する

意識の高揚と、家畜排せつ物の利用の促進を図るため、有機質肥料としての活用を基本とした指導を実施し、環境

の保全に努めています。

� 畜産経営に起因する環境問題の現況

県内３家畜保健衛生所による平成１３年７月１日から平成１４年６月３０日までの畜産環境保全指導実態調査結果を基

に、平成１４年７月１日に取りまとめた過去１年間の畜産経営に起因する環境問題の発生件数は４６件（対前年比

７８％）で、総調査戸数１，０７４戸に対する発生戸数は４．３％となっています。

家畜の種類別では乳用牛１３件（２８．３％）、ブロイラー７件（１５．２％）、豚が６件（１３．０％）、採卵鶏４件（８．７％）、

肉用牛７件（１５．２％）、その他９件（１９．６％）となっています。

届出の内容別では、悪臭発生２３件（５０．０％）、水質汚濁７件（１５．２％）、害虫発生３件（６．５％）のほか悪臭発生

と他の汚染が複合して発生しているものもあります。

苦情発生件数は昨年度に比べて減少しており、その詳細については、次のとおりとなっております。

（調査期間：平成１３年７月～平成１４年６月 単位：件）

注）届出内容のその他の欄には、不法投棄等を含む。

届 出 内 容
畜 種 水質汚濁 悪 臭 害虫発生 水質汚濁と

悪 臭 発 生
水質汚濁と
害 虫 発 生

悪臭発生と
害 虫 発 生

水質・害
虫・悪臭 そ の 他 計

乳 用 牛 １ ７ ２ １ ２ １３

肉 用 牛 １ ４ １ １ ７

豚 ２ １ ３ ６

採 卵 鶏 ２ ２ １ １ ４

ブロイラー ２ ５ ７

そ の 他 １ ４ １ １ ２ ９

計 ７ ２３ ３ １ ０ ３ ０ ９ ４６

そ
の
他
対
策
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� 畜産経営に起因する環境問題の防止対策

畜産経営に起因する環境問題の発生を防止し、生活環境の保全と畜産経営の安定を図るため、必要な施設等を

整備するとともに、家畜排せつ物の適正かつ有効な利用を促進するため、次の事業を実施しています。

１）ソフト事業

畜産経営に起因する環境問題発生の防止を図るため、総合的な指導体制を整備し、巡回指導、実態調査及び

環境問題防止技術の普及浸透等を実施するとともに畜産農家と耕種農家の連携による堆きゅう肥の流通を促進

するための事業を実施しています。

２）ハード事業

家畜排せつ物の合理的かつ効率的な処理利用を行うための施設を整備し畜産経営に起因する環境問題を防止

する事業に助成しております。

５ 公害防止組織の整備

「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」に基づき、特定工場を設置する事業者は、工場内に公害

防止管理者からなる公害防止組織を整備し、公害の防止に努めることとされています。同法の対象となる特定工場

は、製造業（物品加工業を含む）、電気供給業、ガス供給業、熱供給業に属し、かつ、一定規模以上のばい煙発生

施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、特定粉じん発生施設、振動発生施設またはダイオキシン類発生施設のいず

れかを設置している工場となっています。

公害防止組織は、公害防止に関する業務を統括管理する「公害防止統括者」及び公害防止に関する技術的事項を

管理する「公害防止管理者」、さらには一定規模以上の特定工場において、公害防止統括者を補佐し、公害防止管

理者を指揮する「公害防止主任管理者」からなり、それぞれ代理者の配置が義務づけられています。

公害防止管理者及び公害防止主任管理者並びにこれらの代理者は、工場に設置された施設や規模ごとに区分され

た国家試験、資格認定講習により資格を取得した者から選任することとされており、またこれらを選任または解任

した際は、知事（一部は市町村長）に届け出なければなりません。

平成１３年度末の公害防止統括者等の選任状況は表２―２―１２１のとおりとなっています。

�表２―２―１２１ 特定工場における公害防止統括者等の選任状況 （平成１４年３月３１日現在）

注１ 延べ人数
注２（ ）内は代理者数
注３ 市町村への届出も含む

６ 公害防止協定・環境保全協定
地域住民の健康を保護し、良好な生活環境を保全するためには、各種の公害関係法令等の規制に係る一律の公害

対策に加えて、地域の実情に応じたきめ細かい公害対策を推進することが必要です。

公害の防止に係る協定は、地方公共団体が、地域に立地する、または立地しようとする事業者との間で、相互合

意に基づき、公害防止のために事業者がとるべき措置について取り決めを行うものです。

種

別

業

種

選
任
特
定
工
場
数

公
害
防
止
統
括
者

主
任
管
理
者

公 害 防 止 管 理 者

合

計

大 気 関 係 水 質 関 係 特
定
粉
じ
ん

関

係

一
般
粉
じ
ん

関

係

騒
音
関
係

振
動
関
係

ダ
イ
オ
キ
シ
ン

関

係
計

第
一
種

第
二
種

第
三
種

第
四
種

計
第
一
種

第
二
種

第
三
種

第
四
種

製 造 業 １０５
人
７３
（７２）

人
６
（６）

人
１５７
（１４７）

人
６０
（５７）

人
４
（４）

人
４
（４）

人
２１
（２１）

人
３１
（２８）

人
５５
（５４）

人
３
（３）

人
１０
（１０）

人
１１
（１２）

人
３１
（２９）

人 人
３４
（２８）

人
４
（４）

人
３
（３）

人
１
（１）

エネルギ
ー供給業

３
３
（３）

２
（２）

８
（８）

３
（３）

３
（３）

２
（２）

２
（２）

３
（３）

計 １０８
７６
（７５）

８
（８）

１６５
（１５５）

６３
（６０）

４
（４）

４
（４）

２４
（２４）

３１
（２８）

５７
（５６）

５
（５）

１０
（１０）

１１
（１２）

３１
（２９）

３７
（３１）

４
（４）

３
（３）

１
（１）
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県は、公害防止条例第１７条の規定に基づき、県下の主要な企業との間で関係市町とともに公害防止協定・環境保

全協定を締結しています。

平成１３年度末の締結状況は、２３事業場、２１協定となっています。

７ 環境保全施設の整備等に対する助成

公害を防止し、良好な生活環境を保全するため、各種の公害関係法令によって規制措置がとられていますが、こ

れらの規制に対応するために必要な公害防止施設等の設置には多額の資金を要します。

このため、本県においては、昭和４３年４月に徳島県公害防除施設整備資金貸付制度を設け、中小企業者が自ら行

う公害防除施設、産業廃棄物処理施設等の整備に必要な資金を融資することにより、公害防止対策の促進に助力し、

住民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図っていました。

さらに、平成１１年度からは、環境保全施設整備等資金貸付制度に名を改め、フロン対策や低公害車の整備、ＩＳＯ

１４００１取得などの環境保全事業に必要な資金も融資対象とし、貸付枠も３，０００万円から５，０００万円に拡大することに

より、さらなる生活環境の保全を図っています。

制度発足以来の融資状況は、平成１３年度末で６４４件、５７億４，３６８万４千円です。

� 融資条件等（平成１４年３月３１日現在）

ア 融資対象者……県内に工場等を有し、原則として１年以上引続き同一事業を営んでいる中小企業者

イ 融資対象資金

� 大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、震動、地盤の沈下又は悪臭を防止するための施設の設置又

は改善に必要な資金

�イ 産業廃棄物の処理施設の設置又は改善に必要な資金

�ウ 土壌汚染対策のための施設の設置又は改善、汚染土壌の処理及び汚染水の処理に必要な資金

� 公害防止施設の設置等によっては公害を防止し難い工場等が、公害防止のためにその工場等を移転する場

合の移転に必要な資金のうち知事が必要と認める資金

�オ 公害防止用分析測定機器類の設置等に必要な資金

�カ 環境保全事業に必要な資金であって、次に掲げるもの

�特定フロン等の回収装置の設置又は購入

�事業用の低公害車の購入

�ＩＳＯ１４００１認証の取得

�環境アセスメントの実施

ウ 融 資 限 度……１事業所につき５，０００万円以内

エ 償 還 期 間……７年以内（内１年以内据置）

オ 融 資 利 率……年２．２％以内。ただし、信用保証付の場合は年１．９％以内（別に保証料０．５２％が必要）

� 融 資 状 況 等

制度発足以来の融資実績の推移は図２―２―４０のとおりです。

平成１３年度においては１件、５，０００万円の融資を行っています。

融資の実績を公害防止の種類別にみたのが表２―２―１２２で、昭和４３年度以来の累計についてみると、融資件数

では大気汚染に係るものが２５１件で全体（６４４件）の３９．０％を占め、融資金額では水質汚濁に係るものが２８億

４，６６０万５千円で全体（５７億４，３６８万４千円）の４９．６％を占めています。

また、融資先の業種別に融資実績をみたのが表２―２―１２３で、同じく累計についてみると、木材・木製品製造

業が融資件数では２６６件で全体の４１．３％を占めています。融資金額でも木材・木製品製造業が１２億８，６６５万５千円、

食料品製造業が１３億１，２８１万８千円と多く、この２業種で全体の４５．３％を占めています。
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図２―２―３９ 融 資 実 績 の 推 移


表２―２―１２２ 公害の種類別融資実績一覧 （単位：千円）

�表２―２―１２３ 業種別の融資実績一覧 （単位：千円）

年 度

区分種 類

昭和４３～平成８ ９ １０ １１ １２ １３ 累 計

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

水 質 汚 濁 ２０９ ２，７８０，１０５ １ ３０，０００ １ ９，５００ １ １０，０００ １ １７，０００ ２１３ ２，８４６，６０５

大 気 汚 染 ２４３ １，１４７，９１６ ２ ４６，８００ ３ ４７，４１６ ２ ６８，０００ １ ２，７００ ２５１ １，３１２，８３２

悪 臭 ４４ ２４６，１８３ ４４ ２４６，１８３

騒 音 ７５ ７２９，４９０ ７５ ７２９，４９０

そ の 他 ５８ ５３６，５７４ ２ ２２，０００ １ ５０，０００ ６１ ６０８，５７４

計 ６２９ ５，４４０，２６８ ３ ７６，８００ ４ ５６，９１６ ５１００，０００ ２ １９，７００ １ ５０，０００ ６４４ ５，７４３，６８４

年 度

区分種 類

昭和４３～平成８ ９ １０ １１ １２ １３ 累 計

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

畜 産 飼 育 １６ １２５，１６８ １ ５０，０００ １７ １７５，１６８

建 設 業 １９ １７０，７４３ １ ７，０００ ２０ １７７，７４３

製

造

業

食 料 品 ９４ １，２３６，３１８ １ ９，５００ １ １７，０００ １ ５０，０００ ９７ １，３１２，８１８

繊 維 工 業 ２５ １５０，３４０ ２５ １５０，３４０

木材・木製品 ２６３ １，２５０，９５５ ２ ３３，０００ １ ２，７００ ２６６ １，２８６，６５５

製 紙 業 １７ ２４１，６２４ １７ ２４１，６２４

化 学 工 業 １１ １３９，２００ １１ １３９，２００

窯業・土石製品 ４８ ５５０，７２３ １ ３０，０００ １ １０，０００ ５０ ５９０，７２３

そ の 他 ７６ ８３７，８０４ ２ ４６，８００ １ ６，７００ ７９ ８９１，３０４

サ ー ビ ス 業 ３７ ４５７，８７９ ２ ４０，７１６ ３９ ４９８，５９５

そ の 他 ２３ ２７９，５１４ ２３ ２７９，５１４

計 ６２９ ５，４４０，２６８ ３ ７６，８００ ４ ５６，９１６ ５１００，０００ ２ １９，７００ １ ５０，０００ ６４４ ５，７４３，６８４
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８ 公害苦情の処理
� 概 要

平成１３年度に県（環境管理課及び各保健所）及び市町村の公害苦情相談窓口が受け付けた公害苦情件数は６０９

件で、前年度に比べ６９件、１２．８％増加しました。このうち、典型７公害の苦情は４４９件で、前年度に比べ４２件、

１０．３％増加し、全苦情に占める割合は７３．７％でした。また、典型７公害以外の苦情件数は１６０件で、前年度に比

べ２７件、２０．３％増加し、全苦情に占める割合は２６．３％でした。

� 公害の種類別苦情件数

典型７公害の苦情件数を種類別にみると、大気汚染が２３８件、（全苦情件数の３９．１％）で最も多く、次いで水

質汚濁が７９件（同１３．０％）、悪臭が６５件（同１０．７％）、騒音が５５件（同９．０％）、土壌汚染が８件（同１．３％）、振

動が４件（同０．７％）、地盤沈下に関する苦情は申し立てられませんでした。

なお、前年度に比べ、大気汚染が６６件（３８．４％）、水質汚濁が１４件（２１．５％）、土壌汚染が８件（昨年度は０件）

増加し、悪臭が４０件（３８．１％）、騒音が５件（８．３％）、振動が１件（２０％）減少しました。（図２―２―４０）

また、公害の種類別に苦情件数の推移をみると、表２―２―１２４のとおりでした。

図２―２―４０ 主な典型７公害の種類別苦情件数

�表２―２―１２４ 公害の種類別苦情件数の推移

年 度 合 計
典 型
７公害

大 気
汚 染

水 質
汚 濁

土 壌
汚 染

騒 音 ・ 振 動 地 盤
沈 下

悪 臭
典 型
７公害
以 外計 騒 音 振 動

苦

情

件

数

平成元年度
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３

４０５
４１７
４０１
５３４
４７７
４２８
３６４
４５６
４１６
４９６
４４６
５４０
６０９

３３７
３１７
３０３
３８５
２７８
３３７
２９８
３６５
３５７
３９５
３６７
４０７
４４９

７８
６８
６９
１０５
５４
１０４
９２
１２０
１２９
１８９
１８３
１７２
２３８

６４
４７
４６
８４
６８
６６
５８
５６
６６
５５
７７
６５
７９

３
１
２
０
０
０
０
１
２
２
２
０
８

９４
１１０
８７
１００
７２
７７
６９
７７
６９
５９
４３
６５
５９

８４
１０１
７９
９５
６６
６８
６３
６８
６４
５２
３８
６０
５５

１０
９
８
５
６
９
６
９
５
７
５
５
４

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

９８
９１
９９
９６
８４
９０
７９
１１１
９１
９０
６２
１０５
６５

６８
１００
９８
１４９
１９９
９１
６６
９１
５９
９３
７９
１３３
１６０
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� 公害の発生源別苦情件数

公害苦情件数を発生源別にみると、製造業が１１９件（全苦情件数の１９．５％）で最も多く、次いで建設業が７７件

（同１２．６％）、農業が６２件（同１０．２％）、家庭生活が５７件（同９．４％）、サービス業及び空地が５５件（同９．０％）な

どとなっていました。

① 典型７公害の苦情件数を発生源別にみると、製造業が１１８件（典型７公害の苦情件数の２６．３％）で最も多く、

建設業が７４件（同１６．５％）、サービス業が５３件（同１１．８％）、農業が４９件（同１０．９％）、家庭生活が３１件（同

６．９％）などとなっていました。

② 典型７公害以外の苦情件数を発生源別にみると、空地が４５件（典型７公害以外の苦情件数の２８．１％）と最も

多く、次いで家庭生活が２６件（同１６．３％）、道路が２２件（同１３．８％）、農業が１３件（同８．１％）などとなっていま

した（表２―２―１２５）。

�表２―２―１２５ 公害の種類別、発生源別苦情件数

� 被害の発生地域別苦情件数

① 典型７公害の苦情件数を地域別にみると、都市計画区域内が３０９件（典型７公害の苦情件数の６８．８％）、都市

計画区域以外の地域が１４０件（同３１．２％）となっていました。また、用途地域別にみると、住居地域が１１３件（同

種 類

発生源
総 数 計

典 型 ７ 公 害 典型７公
害 以 外大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒 音 振 動 地盤沈下 悪 臭

苦

情

件

数

合 計
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
製 造 業
電機・ガス等供給業
運 輸 ・ 通 信 業
卸売・小売業，飲食店
サ ー ビ ス 業
公 務
家 庭 生 活
家庭生活のうちペット
事 務 所
道 路
空 地
公 園
神 社 ・ 寺 院 等
そ の 他
不 明

６０９
６２
０
２
１
７７
１１９
１
５
３１
５５
７
５７
２
３
２６
５５
１
２
７１
３２

４４９
４９
０
２
１
７４
１１８
１
５
３０
５３
６
３１
１
０
４
１０
０
２
３５
２７

２３８
２４
０
１
１
４６
６３
０
３
１１
３７
０
２２
０
０
２
８
０
１
８
１１

７９
６
０
０
０
２
２２
０
１
８
６
１
４
０
０
０
０
０
０
１９
１０

８
１
０
０
０
３
１
０
０
０
１
０
０
０
０
１
１
０
０
０
０

５５
５
０
１
０
１７
１１
１
０
７
２
３
３
０
０
０
０
０
０
４
１

４
０
０
０
０
３
０
０
０
０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

６５
１３
０
０
０
３
２１
０
１
４
７
１
２
１
０
１
１
０
１
４
５

１６０
１３
０
０
０
３
１
０
０
１
２
１
２６
１
３
２２
４５
１
０
３６
５

構

成

比

合 計
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業
製 造 業
電気・ガス等供給業
運 輸 ・ 通 信 業
卸売・小売業，飲食店
サ ー ビ ス 業
公 務
家 庭 生 活
家庭生活のうちペット
事 務 所
道 路
空 地
公 園
神 社 ・ 寺 院 等
そ の 他
不 明

１００．０
１０．２
０．０
０．３
０．２
１２．６
１９．５
０．２
０．８
５．１
９．０
１．１
９．４
０．３
０．５
４．３
９．０
０．２
０．３
１１．７
５．３

１００．０
１０．９
０．０
０．４
０．２
１６．５
２６．３
０．２
１．１
６．９
１１．８
１．３
６．９
０．２
０．０
０．９
２．２
０．０
０．４
７．８
６．０

１００．０
１０．１
０．０
０．４
０．４
１９．３
２６．５
０．０
１．３
４．６
１５．５
０．０
９．２
０．０
０．０
０．８
３．４
０．０
０．４
３．４
４．６

１００．０
７．６
０．０
０．０
０．０
２．５
２７．８
０．０
１．３
１０．１
７．６
１．３
５．１
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
２４．１
１２．７

１００．０
１２．５
０．０
０．０
０．０
３７．５
１２．５
０．０
０．０
０．０
１２．５
０．０
０．０
０．０
０．０
１２．５
１２．５
０．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
９．１
０．０
１．８
０．０
３０．９
２０．０
１．８
０．０
１２．７
３．６
５．５
５．５
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
７．３
１．８

１００．０
０．０
０．０
０．０
０．０
７５．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
２５．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
２０．０
０．０
０．０
０．０
４．６
３２．３
０．０
１．５
６．２
１０．８
１．５
３．１
１．５
０．０
１．５
１．５
０．０
１．５
６．２
７．７

１００．０
８．１
０．０
０．０
０．０
１．９
０．６
０．０
０．０
０．６
１．３
０．６
１６．３
０．６
１．９
１３．８
２８．１
０．６
０．０
２２．５
３．１
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２５．２％）、調整区域が１１２件（同２４．９％）、準工業地域が２７件（同６．０％）などとなっていました。

② 典型７公害以外の苦情件数を地域別にみると、都市計画区域内が６０件（典型７公害以外の苦情件数の３７．５％）、

都市計画区域以外の地域が１００件（同６２．５％）となっていました。また、用途地域別にみると、住居地域が３１

件（同１９．４％）、調整区域が１４件（同８．８％）などとなっていました。（表２―２―１２６）

�表２―２―１２６ 公害の種類別、被害の発生地域別苦情件数

� 被害の種類別苦情件数

① 典型７公害の苦情件数を被害の種類別にみると、感覚的・心理的被害が３１４件（典型７公害の苦情件数の

６９．９％）、次いで健康被害が７７件（同１７．１％）、動・植物被害が１３件（同２．９％）などとなっていました。

② 典型７公害以外の苦情件数を被害の種類別にみると、感覚的・心理的被害が８９件（典型７公害以外の苦情件

数の５５．６％）、次いで健康被害が９件（同５．６％）などとなっていました。（表２―２―１２７）

�表２―２―１２７ 公害の種類別、被害の種類別苦情件数

種 類 合 計 計
都 市 計 画 法 に よ る 都 市 計 画 区 域 都市計画

区域以外
の 地 域住居地域 近隣商業

地 域 商業地域 準 工 業
地 域 工業地域 工業専用

地 域 調整区域 そ の 他

苦

情

件

数

合 計
典型７公害
大 気 汚 染
水 質 汚 濁
土 壌 汚 染
騒 音
振 動
地 盤 沈 下
悪 臭
典型７公害以外

６０９
４４９
２３８
７９
８
５５
４
０
６５
１６０

３６９
３０９
１６２
４８
２
４５
４
０
４８
６０

１４４
１１３
６２
２０
０
１９
０
０
１２
３１

１５
１３
９
２
０
０
０
０
２
２

１５
１４
３
２
１
２
３
０
３
１

２９
２７
１５
３
０
３
１
０
５
２

１１
９
５
１
０
０
０
０
３
２

１２
９
７
０
０
０
０
０
２
３

１２６
１１２
５７
１８
０
１７
０
０
２０
１４

１７
１２
４
２
１
４
０
０
１
５

２４０
１４０
７６
３１
６
１０
０
０
１７
１００

構

成

比

合 計
典型７公害
大 気 汚 染
水 質 汚 濁
土 壌 汚 染
騒 音
振 動
地 盤 沈 下
悪 臭
典型７公害以外

１００．０
７３．７
３９．１
１３．０
１．３
９．０
０．７
０．０
１０．７
２６．３

１００．０
８３．７
４３．９
１３．０
０．５
１２．２
１．１
０．０
１３．０
１６．３

１００．０
７８．５
４３．１
１３．９
０．０
１３．２
０．０
０．０
８．３
２１．５

１００．０
８６．７
６０．０
１３．３
０．０
０．０
０．０
０．０
１３．３
１３．３

１００．０
９３．３
２０．０
１３．３
６．７
１３．３
２０．０
０．０
２０．０
６．７

１００．０
９３．１
５１．７
１０．３
０．０
１０．３
３．４
０．０
１７．２
６．９

１００．０
８１．８
４５．５
９．１
０．０
０．０
０．０
０．０
２７．３
１８．２

１００．０
７５．０
５８．３
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
１６．７
２５．０

１００．０
８８．９
４５．２
１４．３
０．０
１３．５
０．０
０．０
１５．９
１１．１

１００．０
７０．６
２３．５
１１．８
５．９
２３．５
０．０
０．０
５．９
２９．４

１００．０
５８．３
３１．７
１２．９
２．５
４．２
０．０
０．０
７．１
４１．７

種 類 計 健 康 財 産 動 ・ 植 物 感覚的・心理的 そ の 他

苦

情

件

数

合 計
典 型 ７ 公 害
大 気 汚 染
水 質 汚 濁
土 壌 汚 染
騒 音
振 動
地 盤 沈 下
悪 臭
典型７公害以外

６０９
４４９
２３８
７９
８
５５
４
０
６５
１６０

８６
７７
５７
４
４
２
０
０
１０
９

１４
１１
７
３
１
０
０
０
０
３

２０
１３
３
８
０
２
０
０
０
７

４０３
３１４
１５４
４９
３
５１
４
０
５３
８９

８６
３４
１７
１５
０
０
０
０
２
５２

構

成

比

合 計
典 型 ７ 公 害
大 気 汚 染
水 質 汚 濁
土 壌 汚 染
騒 音
振 動
地 盤 沈 下
悪 臭
典型７公害以外

１００．０
７３．７
３９．１
１３．０
１．３
９．０
０．７
０．０
１０．７
２６．３

１００．０
８９．５
６６．３
４．７
４．７
２．３
０．０
０．０
１１．６
１０．５

１００．０
７８．６
５０．０
２１．４
７．１
０．０
０．０
０．０
０．０
２１．４

１００．０
６５．５
１５．０
４０．０
０．０
１０．０
０．０
０．０
０．０
３５．０

１００．０
７７．９
３８．２
１２．２
０．７
１２．７
１．０
０．０
１３．２
２２．１

１００．０
３９．５
１９．８
１７．４
０．０
０．０
０．０
０．０
２．３
６０．５

そ
の
他
対
策
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� 地方公共団体別苦情件数

公害苦情件数を市部、郡部別にみると、次のとおりでした。（表２―２―１２８）

① 県（環境管理課及び各保健所）が受け付けた苦情件数は１３１件で、全県の苦情件数に対する割合は２１．５％と

なっていました。

② 市が受け付けた苦情件数は３２８件で、全県の苦情件数に対する割合は５３．９％となっていました。

③ 町村が受けた苦情件数は１５０件で、全県の苦情件数に対する割合は２４．６％となっていました。

�表２―２―１２８ 地方公共団体別公害苦情件数

� 公害苦情処理係属件数

公害苦情処理係属件数（全苦情件数に、１２年度以前に受け付けたが処理されず、１３年度に繰り越されたものを

加えている。ただし、他の機関へ移送したものを除く）は６３０件でした。このうち、当該地方公共団体で直接処

理された苦情は５２１件で、その処理率は８２．７％となっていました。（表２―２―１２９）

�表２―２―１２９ 公害苦情処理係属件数の推移

合 計
典 型
７ 公 害

典 型
７ 公 害
以 外大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒 音 振 動 地盤沈下 悪 臭

全 県
県
市

町 村

６０９
１３１
３２８
１５０

４４９
１２５
２４６
７８

２３８
６７
１２４
４７

７９
２７
４３
９

８
５
２
１

５５
７
３９
９

４
０
４
０

０
０
０
０

６５
１９
３４
１２

１６０
６
８２
７２

年 度
係 属

苦情件数

受 付 の 状 況 処 理 の 状 況 処 理 率

（％）新規受付 他 か ら
移 送

前 年 度
から繰越 直接処理 他へ移送 翌年度へ

繰 越 そ の 他

昭和５８年度
５９
６０
６１
６２
６３

平成元年度
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３

４５６

４４６

４９２

５４１

４７６

４３６

４６２

４６７

４５２

５８９

５６８

４５７

３７９

４６４

４２４

４９６

４５４

５５６

６３０

４１６

４２０

４４９

４９４

４２９

３８８

４０５

４１７

４０１

５３４

４７７

４１６

３５５

４５１

４０９

４８４

４３５

５２５

５７３

７

３

１０

６

６

１２

２０

１１

１８

２３

４２

１２

９

５

７

４

１１

１５

３６

３３

２３

３３

４１

４１

３６

３７

３９

３３

３２

４９

２９

１５

８

８

８

８

１６

２１

４２１

４０３

４１９

４７２

４２６

３７０

３８８

４０８

３８８

５１０

４９１

４０２

３２８

４１０

３７９

４５３

３９１

４８５

５２１

１２

８

２１

１０

９

２２

２５

１８

２５

２７

３９

１４

２０

２１

９

１９

１９

２３

３６

２３

３３

４１

４１

３６

３９

３９

３６

３２

５０

２５

１５

８

８

８

９

１６

２２

１８

０

２

１１

１８

５

５

１０

５

７

２

１３

２６

２３

２５

２８

１５

２８

２６

５５

９２．３

９０．４

８５．２

８７．２

８９．５

８４．９

８４．０

８７．４

８５．８

８６．６

８６．４

８８．０

８６．５

８８．４

８９．４

９１．３

８６．１

８７．２

８２．７
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